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住宅ロー

(1) 消費

  

(2) 11 年

れま

 具

① 
② 

(3) 適用

森林環境税

森林整備等

れ、国内に住

(1) 森林

(2) 森林

 

ふるさと納

過度な返礼

の対象外にす

具体的には

① 返戻品

② 返戻品

※ 適

子供の貧困

 子どもの

を受けてお

する措置が

※ 適

源泉徴収及

(1)  給与等

除は、

個人所

平成

ン控除が拡

費税率 10％が

[ 現行 10 年

年目以降の

ます。 

具体的には、

住宅借入金

住宅取得価

用期間は、20

税及び森林

等に必要な地

住所を有する

林環境税は、

林環境譲与税

納税制度が

礼品を送付

することがで

は、以下のい

品の返戻割合

品を地場産業

適用時期は、

困に対応す

の貧困に対応

おり、前年の

が講じられま

適用時期は、

及び確定申

等又は公的年

夫婦のいず

所得課税 

成 31 年

拡充されま

が適用される

年 ⇒ 13

3 年間につ

以下の①と

金等の年末残

価額(税抜)×

019 年 10 月

林環境譲与税

地方財源を

る個人に対

2024 年度か

税は、上記(1

が見直しされ

し、制度の

できるよう、

いずれの条件

合を 3割以下

業とすること

2019 年 6 月

するための個

応するため、

の合計所得金

ました。 

2021 年度以

告における

年金等の源

ずれか一方し

年度の主

ました。 

る住宅取得等

年 ] 

いては、消

と②のいずれ

残高×1％ 

×2％÷3 

1 日から 20

税が創設さ

安定的に確

して年額 1,

から年額 1,0

1)の課税に先

れました。

趣旨を歪め

、制度の見直

件も満たす都

下とすること

と 

月 1日以後に

個人住民税

事実婚状態

金額が 135 万

以後の個人住

る配偶者に

泉徴収にお

しか適用でき

主な税

等について、

費税率 2%引

れか少ない金

020 年 12 月

されました。

確保する観点

000 円を課

000 円とな

先行して 20

 

めているよう

直しが行わ

都道府県が

と 

に支出された

税の非課税措

態でないこと

万円以下であ

住民税につ

に係る控除の

おける源泉控

きないことと

税制改正

、控除期間

引上げ分の負

金額が控除さ

月 31 日まで

。 

点から、森林

課税されるこ

ります。 

019 年度から

うな団体につ

れました。

対象となり

た寄附金に

措置が講じ

とを確認した

ある「ひとり

いて適用さ

の適用が見

控除対象配偶

となりました

正につい

が 3年間延

負担に着目し

されます（一

となります

林環境税及び

ととなりま

ら譲与が開始

ついては、ふ

 

ます。 

ついて適用

じられました

た上で支給さ

り親」に対

れます。 

見直されま

偶者（所得金

た。 

いて 

延長されまし

した控除額の

一般住宅・

す。 

び森林環境譲

ます。 

始されます

ふるさと納税

用されます。

た。 

される児童扶

し、個人住

した。 

金額 85 万円

した。 

の上限が設

認定住宅）。

譲与税が創

。 

税（特例控

 

扶養手当の

民税を非課

以下）に係

定さ

 

設さ

除）

支給

税と

る控
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る

    【

     

(2)  居住者

的年金

別控除

  【

   

     

     

※ 適

の所

 

個人事業者

新たな

行の事業

イ 認

資産

べ 

き相

を猶

ロ 事

贈与

ハ 法

ニ 業

ホ 小

教育資金、

(1) 教育資

30 才以

資産課

【改正前：源

 ・年金所

給与所得

る 

ことが可

改正後：源

 ・夫又は

者の配偶者が

金等に係る申

除の適用がで

【改正前：年

  ・年金所

「公的年

が確定申

【改正後：年

 ・妻が「

不要制

なりま

適用時期は、

所得税につい

者の事業承

な個人事業者

業用小規模宅

認定相続人が

産を取得し

相続税額の

猶予するもの

事業用の土地

与税額が納税

法人の事業承

業種としては

小規模宅地特

結婚・子

資金の一括贈

以上の就学

課税 

源泉徴収段階

得者である

得者である

可能でした。

源泉徴収段階

は妻のいずれ

が、公的年

申告不要制度

できないこと

年末調整・確

所得者である

年金の申告不

申告で配偶者

年末調整・確

扶養親族等

制度」の適用

した。 

2020 年 1 月

いて適用され

承継制度の創

者の事業承継

宅地特例との

が、2019 年

、事業を継

うち、相続

のです。 

地、建物、機

税猶予されま

承継税制に準

は、不動産貸

特例、農地等

子育て資金の

贈与非課税措

継続には一

階】 

夫が「扶養親

妻が「扶養

。 

階】 

れか一方しか

金等の源泉

度の適用を受

ととなりまし

確定申告段階

る妻が「扶養

不要制度」に

者特別控除の

確定申告段階

申告書」を

用を受ける場

月 1日以後に

れます。 

創設等がさ

継税制が、1

の選択適用

年 1月 1日か

続していく

等により取

機械等につい

ます。 

準じた事業承

貸付業と風俗

等の納税猶予

の一括贈与

措置につい

定の配慮を

親族等申告

養控除等申告

か控除の適用

泉徴収におい

受ける場合に

した。 

階】 

親族等申告

により確定申

の適用を受け

階】 

を提出し、配

場合には、夫

に支払われ

されました。

10 年間の時

となります

から 2028 年

場合には、

取得した特定

いて、適用

承継要件の設

俗営業等以外

予制度との

与非課税措置

て、受贈者

を行い、適用

告書」を提出

告書」を提出

用は受けられ

いて源泉控除

には、その居

告書」を提出

申告書を提出

けることは可

配偶者に係る

夫は配偶者特

る給与等及

。 

時限措置とし

。） 

12 月 31 日

担保の提供

定事業用資産

対象部分の

設定等によ

外は基本的

併用はでき

置が見直し

者の所得要件

用期限が 2 年

し、配偶者に

出し、配偶者

れなくなりま

除対象者に係

居住者は、確

し、配偶者に

出しない場合

可能でした。

る控除の適用

特別控除の適

び公的年金

して創設され

までの間に

供を条件に、

産の課税価格

課税価格の

り制度の適

に対象とな

ません。 

しされます。

件設定や使途

年間延長され

に係る控除の

者に係る控除

ました。  

係る控除を受

確定申告に

に係る控除の

合で、給与所

。 

用を受け、「公

適用は受か

金等並びに 2

れることとな

に、相続によ

、その認定存

格に対応する

の 100％に対

適正性が確保

ります。 

。 

途の見直し等

れます。 

の適用を受

除の適用を

  

受け、かつ

おいて配偶

の適用を受

所得者であ

公的年金の

られないこ

020 年分以後

なりました

より特定事業

存続人が納

る相続税の納

応する相続

保されます。

等を行う一方

け、 

受け

、公

者特

け、 

る夫 

申告 

とと 

後 

（現 

業用 

付す

納税 

続税・ 

 

方、 



 ・受贈者の所得制限が定められ、2019 年 4 月 1日以後に拠出される場合は、合計所得金額が 

1,000 万円を超える場合は適用が受けられなくなりました。  

     ・2019 年 7 月 1 日以後に支払われる教育資金について、23 歳以上の方の教育資金の範囲から、 

お稽古事や習い事は対象外とされました。 

     ・30 歳になった時点で学校等に在学し、又は教育訓練を受講している場合には、残高があって 

も贈与税は課税されないこととなりました。（ただし、40 歳になった場合は残額に対して贈与 

税が課税されます。） 

     ・贈与者の相続開始前 3 年以内に行われた贈与については、相続開始時点における残高を相続財 

産に加算されることとなりました。 

(2) 結婚子育て資金の一括贈与非課税措置について、受贈者の所得要件設定を行い、適用期限が 2年 

間延長されます。 

 ・信託等をする日の前年の受贈者の合計所得金額が 1,000 万円を超える場合には、適用を受け 

ることができなくなりました。 

     ・適用時期は、2019 年 4 月 1日以後に信託等により取得する信託受益権等に係る贈与税から適 

用されます。 

 

3 NISA 制度の要件が一部緩和されました。 

 改正前には、海外転勤等で一時的に出国される方については、NISA 口座で保有している商品は、課税

口座に払い戻されていましたが、改正後は、継続適用届出書を提出した場合には、引き続き NISA 口座

を利用することができることとなりました。 

※ 適用時期は、2019 年 4 月 1日以後に出国をする居住者等について適用されます。 

 

4 特定事業用宅地等に係る小規模宅地等について見直しが行われました。 

  (1)特定事業用宅地等の範囲から、相続開始前 3 年以内に事業の用に供された宅地等が除外されまし 

た。 

    (2)事業承継制度（納税猶予制度）の適用を受ける場合には、本特例の適用を受けることはできません。 

    ※ 適用時期は、2019年 4月 1日以後に相続等により取得する財産に係る相続税に適用されます。  

 

5 民法（相続関係）改正に伴い、新たに創設された配偶者居住権や特別寄与料に対する課税など 

相続税等について所要の改正が行われました。 

    (1)配偶者居住権（配偶者が居住していた被相続人所有の建物について、遺産分割等により、終身又は 

一定期間、配偶者がその建物に居住できる権利）等の評価方法が定められました。 

  (2)特別寄与料（被相続人の療養看護等を行った相続人等以外の親族が、相続人に対して支払い請求で 

きる金銭）を、遺贈により取得したものとみなし、相続税の課税対象とされました。 

また、特別寄与料を支払う相続人の課税価格からその額が控除されることとなりました。 

※ 原則として 2019 年 7 月 1 日施行。配偶者居住権に関する規定は、2020 年 4 月 1日施行。 

 

 

6 所有者不明土地に係る譲渡所得等の特別控除が拡充されました。 

所有者不明土地（所有者が謄本で直ちに判明しないもの又は判明しても連絡がつかない土地）について、 

収用があった場合には、その所有者は収用交換等の場合の譲渡所得の 5,000 万円特別控除が適用される 

ことなりました。 
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4 

 

4 

※ 適

空き家に係

 改正前は

けられませ

家について

※ 適用時

譲渡につ

イノベーシ

(1) オープ

対象に

※一定

され

(2) 総額型

一定の

(3)高い水

で、高

 

中堅・中小

(1) 中小企

(2) 地域未

（現行

(3) 中小企

計画（

 

都市・地方

(1)地域間

都市に税

るため、

(2)具体的に

  るととも

体 

に対する

※特

その他 

(1) 保険会社

法人課

適用時期は、

係る譲渡所

は、亡くなる

せんでしたが

ても、3,000

時期は、2019

ついて適用さ

ション促進

プンイノベー

に追加すると

定の研究開発

れます。 

型について、

のベンチャー

準の研究開

水準型が総

小企業によ

企業者等の法

未来投資促進

行 40％）、税

企業の事業活

（仮称）に基

方の持続可

の財政力格

税収が集中

、地方法人

には、消費税

もに、その全

る譲与制限あ

特別法人事業

社等の異常危

課税 

2019 年 6 月

所得の特別控

る前に一定期

が、改正後は

0万円控除が

9年 4 月 1日

されます。 

進のための研

ーション型に

とともに、控

発型ベンチャ

増加インセ

ー企業の控除

開発投資を行

総額型に統合

る設備投資

法人税の軽減

進税制につい

税額控除率を

活動に災害が

基づく防災・

可能な発展の

格差の拡大、

する構造的

課税におけ

税率 10％段

全額を都道

あり）とし譲

業税は、201

危険準備制

月 1日以後に

控除の要件

期間老人ホー

は、一定の要

が受けられる

日以後に行

研究開発税

について、大

控除上限を法

ャー企業との

センティブの

除上限を法人

行っている企

合されました

資等の支援

減税率の特例

いて、高い付

を 5％（現行

が与える影響

・減災設備へ

のための地

経済社会構

的な課題に対

ける新たな偏

段階において

府県に対し

譲与されま

9 年 10 月 1

度について

に行う譲渡

件が拡充され

ームに入居

要件を満たせ

ることになり

う被相続人

税制が見直

大企業や研究

法人税額の

の共同研究

の強化の観点

人税額の 40

企業について

た。 

援について、

例及び中小企

付加価値創

行 4％）に引

響を踏まえて

への投資に係

地方税体系が

構造の変化等

対処し、都市

偏在是正措置

て復元後の法

し、特別法人

す。 

日以後に開

て、火災保険

について適

れました。

して、すでに

せば老人ホー

りました。

居住用家屋

しされまし

究開発型ベン

10％（現行

・委託研究に

点から控除率

％（現行 25

て、総額型の

、以下の改

企業向け投資

出に係る要

き上げる等

て事前防災

係る特別償却

が構築され

等を踏まえ、

市と地方が支

置が講じられ

法人事業税の

人事業譲与税

開始する事業

険等に係る特

用されます

 

に空き家にな

ームに入居し

又は被相続

した。 

ンチャーに対

行 5％）に引

に係る税額控

率を見直す

％）に引き上

の控除率を割

改正が行われ

資促進税制

件を満たす

等の見直しが

を促進する

却制度が創

れました。 

県内総生産

支え合い、共

れました。 

の一部を分離

税として、人

業年度から適

特例積立率が

す。 

なっていた家

してから相続

続人居住用家

対する一定の

き上げられ

控除率につ

とともに、研

上げること

割増しする措

れました。

の延長が行

す場合に特別

が行われまし

観点から、事

設されまし

産の分布状況

共に持続可能

離し、特別法

人口を譲与基

適用となりま

が 6％（現行

家屋は特例

続を迎えた

家屋の敷地等

の委託研究

れました。

いては、25

研究開発を

とされまし

措置を講じ

 

行われました

別償却率を

した。 

事業継続力

した。 

況と比較し

能な形で発

法人事業税と

基準（不交

ます。  

行 5％）に引

を受 

空き 

等の 

等を 

％と 

行う 

た。 

た上 

た。 

50％

強化

て大

展す

とす 

付団

き上
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1 
(1

(2

 

げられま

(2) 医師の勤

進といっ

 

車体課税の

(1) 2019 年 1

ての税率

(2) 自家用乗

(3) 環境性能

適用対象

に新車新

(4) エコカー

能の強化

ともに、

れました

(5) 自動車税

い分につ

イ エコカ

ロ 自動車

ハ 揮発油

(6) 平成 31

税環境性

(7) 自動車取

た自家用

よる地方

 

外国人旅行

臨時の販売

  

BEPS（税源

1) 過大支払

応じて利

2) 移転価格

加えると

国際課

消費課

ました。 

勤務時間短縮

った観点か

の見直しが

10 月 1 日以

率区分におい

乗用車(登録車

能割の導入を

象が、電気自

新規登録等を

ー減税（自動

化の観点から

2 回目車検

た。 

税の恒久減税

ついて、以下

カー減税（

車重量税の譲

油税から地方

年度税制改

性能交付金に

取得時の負担

用自動車（登

方税の減収は

行者向け消

売場での免税

源浸食と利

払利子税制に

利子の損金算

格税制につい

ともに、評

課税 

課税 

縮や、地域

ら、医療用

が行われまし

以後に新車新

いて、自動車

車)に係る環

を契機に、自

自動車等に限

を受けた自家

動車取得税・

ら、自動車重

検時の免税対

税により生じ

下の措置によ

自動車重量

譲与割合の

方揮発油税

改正に係る車

に係る交付率

担感を緩和す

登録車及び軽

は、全額国費

消費税免税制

税販売が認め

利益移転）プ

について、利

算入制限が強

いて、独立企

評価困難な無

域医療体制の

機器の特別

した。 

新規登録を受

車税の税率が

環境性能割の

自家用乗用車

限定されまし

家用乗用車

・自動車重量

重量税のエコ

対象を電気自

じる地方税の

より全額国費

税）の見直

段階的引き

への税源移

車体課税の見

率が見直され

するため、2

軽自動車）に

費で補填され

制度の利便

められました

プロジェク

利子の損金算

強化されまし

企業間価格の

無形資産取引

の確保、高額

別償却制度の

受けた自家用

が引き下げら

の税率等の適

車（登録車及

した。なお、

（登録車及び

量税）の軽減

コカー減税に

自動車等や極

の減収のうち

費で補填され

直し（前掲）

き上げ 

移譲 

見直しに伴う

れました。

2019 年 10 月

について、環

れます。 

便性が向上

た。 

クトを踏まえ

算入限度額の

した。 

の算定方法と

引に係る調整

額医療機器の

の拡充・見直

用乗用車（登

られました。

適用区分が見

及び軽自動車

消費税率引

び軽自動車）

減割合等が見

について、1

極めて燃費水

ち、地方税の

れることとな

 

う都道府県

月 1日から平

環境性能割の

しました。

えた対応が

の算定方法の

としてディス

整措置が導入

の共同利用の

直しが行われ

登録車）から

。 

見直されま

車）に係るグ

引上げに配慮

）から適用

見直されます

1 回目車検時

水準が高いハ

の見直しによ

なりました

・市町村間の

平成 32 年 9

の税率が 1％

 

が行われま

の見直し等に

スカウント

入されました

の推進等効率

れました。 

ら、小型自動

した。 

グリーン化

慮し、2021 年

されます。

す。政策イ

時の軽減割合

ハイブリッ

よる増収に

。 

の財源調整の

月 30 日まで

％分軽減され

した。 

により、税源

・キャッシ

た。 

率的な措置

動車を中心

特例（軽課

年 4月 1日

 

ンセンティ

合等を見直

ド車に重点

より確保で

のため、自

での間に取

れます。こ

源浸食リス

ュ・フロー

の促

に全

）の

以後

ブ機

すと

化さ

きな

動車

得し

れに

クに

法を 



 

 

 

 

 

 

 

1 

 

  

 

1 

2 

経済取引の

仮装通貨

われてい

等の情報

暫定税率等

2019 年度

られました

 

個別品目の

個別品目の

納税環

その他

の多様化等

取引等、経

る事業者等

について国

 

等の適用期

末に適用期

た。 

の関税率等

の関税率等が

環境整備 

他 

等に伴う納税

経済取引の多

等に対する任

国税当局が事

期限の延長等

期限の到来す

等の見直し 

が見直されま

税環境の整

多様化・国際

任意の照会に

事業者等に照

等 

する暫定税率

ました。 

整備が行われ

際化が進展す

について税法

照会する仕組

率（411 品目

れました。

する中、適正

法上明確化す

組みが整備さ

 

目）の適用期

 

正課税を確保

するとともに

されました。

期限を 1 年間

保するため、

に、高額・悪

。 

間延長する等

、現行実務上

悪質な無申告

等の措置が

上行 

告者 

講じ


